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取引費用経済学 と関係的契約か らみた

反 トラス ト法上の取引義務

柳 川 薩

反 トラス ト法上 で支配的事業者に取引の継続義務を命 じたアスペ ン判決 とコダッ

ク判決 を,取 引費用経済学 と関係的契約の視点から検討 した。取引費用経済学 は関

係特殊投資のホール ドア ップ問題の大 きさに応 じて,市 場取引か らハイブ リッド組

織,そ して統合へ と組織面で対応することを示 しているが,本 稿では,市 場化社会

においてハイブ リッ ド組織の有効性 を活用するためには,契 約 における社会的協力

を重視する関係的契約が重要であ り,社 会的協力をどの程度重視 するかの合意を得

て関係的契約の規範 を拡 充 してい くことが課題であると述べた。そうした面か らみ

ると,コ ダック判決 は古典的契約 に近い 「現在化」を重視 したものであ り,ジ ョス

コーの見解 とは逆に取引費用経済学の原理か らは離れること,ま た,ア スペ ン判決

はカール トンの批判 に反 して反 トラス ト法上で理解できるものであるとともに,関

係的契約の視点か ら見直す可能性について論 じた。

キーワー ド 取引費用経済学,関 係的契約,反 トラス ト法,取 引義務

1は じ め に

1980年 代半ば以降に,反 トラス ト法の歴史の中で,そ れまでのシカゴ学派の隆盛に対 し,

ポス トシカゴ学派が成功 を収めたとされる重要な訴訟が二つあった。それがアスペン判決 と

コダ ック判決であり,と もに裁判所が支配的な事業者にライバル との強制的な取引の義務 を

命 じた ものであった。アスペン事件は,複 占市場でのジョイン トベ ンチャーの契約 において,

支配的事業者がその継続を拒否 したものであり,コ ダック事件は,あ る財の独 占的供給者が,

(自社 も供給者の一つである)そ の重要な補完財の市場で,他 の競争者 に対 して取引の継続

を拒否 したものであった。裁判所は,こ れらの行為がいずれもシャーマン法2条 で禁止する

独 占化に該当し違法であるとして,取 引の継続 を命 じた。

こうした判決は,市 場における自由な企業行動が市場の効率をもたらすというシカゴ学派

や,取 引費用を削減するよう組織や契約が工夫 されるという取引費用経済学から批判 を浴び

た。両者か らの批判は,い ずれも自由な契約のなかか ら効率的な結果が もたらされ ることを

重視 している。
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コダック判決についてはさまざまな批判的検討がなされて きた。シャピロやカール トンは,

補完財の市場で本来有するはずの独 占力を認めるとともに,事 前の競争の存在の役割を重視

して判決 を批判 しているが,コ ダック判決か ら導かれる反 トラス ト法上の現在の主な見解は,

支配的な企業がロックインされた顧客に対 して事後的な契約の変更によりホール ドア ップを

行い,そ れがライバル企業の排除につながる場合に違法 とす るものである。ジョスコーは,
2)

取引費用経済学にもとつ いてこうした取引ルールを支持 している。

アスペン判決についてカール トンは,共 同事業は当事者にとって有意義であれば政府の介

入がな くとも成立するものであ り,政 府が規制当局のようにその事業の分配に関与すること

も好 ましくないと批判 しているが,こ の件 もコダック判決 と同様 に,既 存の契約の破棄が ラ

イバル企業の排除につなが る蓋然性があったことが問題視されたと考えられる。

本稿では,取 引費用経済学 と関係的契約の視点から,ジ ョスコーのコダック判決に対す る

見解,お よびカール トンのアスペン判決に対す る見解 を検討する。取引費用経済学は,取 引

関係者が限定合理性の もとで不完備契約を余儀な くされ,将 来の機会主義的な行動によるホ

ール ドアップの危険性があるという環境の中で,ホ ール ドアップに伴 う取引費用を節減する

ような契約 と組織の関係を考察する。そして,古 典的契約や関係的契約 といった契約 を,市

場取引と企業統合およびその中間のハイブ リッド組織 と関係づ ける。こうした取引費用経済

学の視点からは,古 典的契約への回帰を促すような,事 前の契約を重視するコダック判決の

修正やアスペン判決の方向は必ず しも完全であるとは考えられない。本稿では,こ うした判

決の検討の中で,事 前の契約 を重視 してホール ドアップを避ける契約作 りが法律家に求めら

れるとともに,関 係的契約の拡充余地を広げてハイブ リッド組織の基盤 を拡充するような関

係的契約の整備が求められるということを論 じてい く。

以下,第2節 では,契 約 と関係 した取引費用経済学の考え方について紹介 し,第3節 と第

4節 ではアスペン判決 とコダック判決をめ ぐる議論について紹介する。第5節 では関係的契

約に関 して紹介す るとともに,そ の拡充と取引費用の軽滅について考察する。それに基づい

て,第6節 ではアスペ ン判決 とコダック判決を再考する。第7節 は結語である。

2取 引費用経済学からみた契約と組織

この節では,取 引費用経済学について紹介するとともに,取 引費用経済学からみた契約 と
3)

組織 について整理する。
4)

取引費用経済学 はコースの古典的な論文に始まった。 コースは,市 場取引でな く企業内取

引をする理由として取引費用を考え,市 場取引を利用するためのさまざまな費用 として,市

場で価格を見つける費用や交渉をして契約を結ぶ費用 をあげた。 コースは取引費用が大 きく,

組織内で取引を行 ったほうが市場取引を行うよりも効率的な場合 には統合すると考えた。
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ウィリアムソンほ,コ ースの取引費用経済学を拡張 し,取 引費用 としてホール ドアップの
5)

危険性に伴 う費用 を重視 した。特定の相手との取引のための関係特殊投資を行なうと余剰を

生みだす場合でも,事 後的に相手方からその余剰を奪おうとするホール ドア ップ をされる危

険性があると,投 資へのインセンティブが欠如する。そのため,ホ ール ドア ップの危険性が

高いときには関係特殊投資 を行 うために統合することが望 ましい。関係特殊投資が必要でホ

ール ドアップの危険性が大 きいときには統合 による組織内取引を行 うことが効率的 となる。

ウィリアムソンはさらに,市 場取引 と統合の中間的な組織であるハイブ リッ ド組織 を考察

した。企業間取引の形態はさまざまであり,消 耗財の単発的取引のような,典 型的な市場取

引を一方の極 とし,統 合による内部取引をもう一方の極 とすると,い わゆる系列 を通 じた取

引の ような長期的 ・継続的な取引や,フ ランチャイズ制,業 務提携や資本提携,ジ ョイント

ベンチャーがその中間に位置する。この ように,長 期的 ・継続的な社会的関係のなかで結ば

れる契約 を関係的契約とよぶ。関係的契約が結ばれるハイブ リッ ド組織では,当 事者の取引

の価値 を高めるための関係特殊投資が必要 となることが一般的であり,関 係する当事者の協

力がその成否の重要な鍵 となる。 コダック事件のような耐久財のアフターマーケ ットでの取

引における事業者間や,ア スペ ン事件の ような共同事業を行 う事業者間の取引 も,単 なる一

回限 りのスポット取引ではな く,関 係特殊投資を伴 う長期的 ・継続的な取引関係である。

どのような形態が取引費用を低 くするかは,関 係特殊投資の大 きさとホール ドアップの危

険性 の大 きさによる。こうした関係特殊投資の必要性がないときには,市 場の競争によるメ

リッ トを受けやすい市場取引が用い られるが,関 係特殊投資が必要にな ると,ホ ール ドアッ

プを避けるような関係的契約が望 ましくなる。

もし関係特殊投資がさらに大 きくなると,統 合 して組織内取引を行う方が望ましくなるこ

ともある。ただ し,組 織内取引を行うと,市 場 に良質で安価な部品等の商品が存在 して も利

用 しないという非効率をもたらす可能性が,ハ イブ リッド組織のとき以上に高 くなる。 した

がって,関 係特殊投資の必要性が小さく,ホ ール ドアップの危険性 も小さいときには市場で

のスポッ ト取引が望ましく,関 係特殊投資が重要になってホール ドアップの危険性が予期 さ

れるとハイブリッ ド組織が選ばれる。そして,関 係特殊投資が非常に大 きく,当 事者間の協

力 も非常に重要 とな り,ホ ール ドアップの危険性が頻繁 となるときには統合が選 ばれる。取

引すなわち資源配分は,市 場取引では交渉 と合意によりなされるが,統 合 されると命令系統

により行われるのでホール ドアップが阻止 される。ハイブリッ ド組織 はその中間であ り,当

事者間の関係的契約により,継 続する取引のプロセスでホール ドアップの危険を回避する努

力がなされ る。
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3ア スペン判決 とその批判

6)
この節ではアスペ ン事件の概要 と,判 決 に対するカール トンによる批判を紹介する。アス

ペン事件は,コ ロラ ド州アスペンのスキー リゾー トを運営するアスペン ・ハイランド・スキ

ー社(以 下,ハ イランド社)が アスペン ・スキー社(以 下,ス キー社)を 訴えたものである。

アスペ ン地域には四つのスキー場があ り,ス キー社がそのうちの三つを,ハ イランド社が残

りの一つを所有 していた。長年にわた り,両 社は一週間有効の全スキー場共通券 を発行 し,

収入を利用に応 じて分配 していた。共通券 は全スキー場の総収入の約35%を 占めてお り,ハ

イラン ド社のシェアは1973年 か ら1975年 にかけて16.8%か ら18.5%で あった。1976年 にシェ

アが13.2%に 落ちたのを機に,ス キー社はハイランド社の分配率を13.2%に 固定することを

発行継続の条件とすることを申し出た。その年は結局15%で 応 じたが,1978年 には12.5%と

することを提示 した。スキー社は独 自に自己の3ス キー場共通3日 券 を販売 し,ハ イラン ド

社の リフ ト券販売を拒絶 した。それに応 じてハイランド社は自社の3日 券 とスキー社の3日

分 に相当する引換券をセ ットにしたパ ック商品を開発 した。この引換券 は銀行で現金化する

ことができるものであったが,ス キー社は引換券の利用 を拒絶 した。ハ イランド社は引換券

の代 わりに相当額の トラベ ラーズチェック等の提供に代替 したが,不 便なために旅行代理店

や消費者に受け入れ られなかった。その結果,ハ イランド社のシェアは共通券 の廃止後 に11%

に低下 した。

ハイラン ド社は訴訟を起こ して,1985年 に最高裁で勝訴 した。裁判では,消 費者への影響

と,不 必要に競争制限的な行為で競争 を損 なったかが検討された。消費者にとって共通券 は

魅力的であ り,そ の廃止で悪影響 を与えた。ハイランド社は共通券がな くなって以降にシェ

アが低下 していった。スキー社は説得的なビジネス上の正当化理由を示すことが出来なかっ

た。スキー社はハイラン ド社 との関連のチケ ット販売から得 られる利益 を失 うような行動を

とっていた。こうした事実はシャーマ ン法2条 違反の独占化行為であると判断された。

これに対 して,カ ール トンは次の ように批判する。 もし共同事業が優れた ものであれば,

当事者がその製品を生み出すインセンティブが存在 し,問 題は分配だけとなる。ハイランド

社にとっては条件が悪 くなるとして も,裁 判所の介入なしで交渉は成立するはずである。ま

た,裁 判所に対 してジョイン トベ ンチャーの適正な分配を求めるのは,裁 判所が取引条件 を

設定する規制機関 となることであ り,そ れは望 ましくない。

4コ ダック判決とその批判

この節では,耐 久資本財であるコピー機の売 り手であるコダックとその多 くのユーザーで

ある企業 との間のホール ドア ップ問題 を紹介 し,ジ ョスコーが示 した,取 引費用経済学に基
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7)
つ く競争政策 に対する見方を紹介 しよう。

業務用コピー機の ような耐久財には,そ の財の市場(プ ライマ リーマーケット)と ともに,

購入後 に必要 となる補修部品 ・補修サービスの市場(ア フターマーケ ット)が ある。1980年

代初めに,コ ピー機市場では,コ ダックが20%の シェアを有 し,ゼ ロックスやIBMと 競争 し

ていた。コダックの補修部品の多 くは専用部品で,他 社コピー機用部品とは代替がで きず,

コダックが専用部品の特許 を有 していた。コピー機保有者は,コ ダックとサービス契約を結

ぶことも,コ ダックか ら部品を購入 して自ら修理することもできた。

当初は,コ ダックが補修サービスの唯一の供給者であったが,コ ダックの従業員が独立 し

てサー ビスを提供するようになった。コダックは独立事業者にも部品を供給 した。 コダック

がそれでも補修サービスで80%の シェアを有 していた。 しか し,1985年 に,コ ダックは独立

事業者に部品を供給 しないこととした。そこで,1987年 に18の 独立系事業者(ISO)が,コ ダ

ックが補修部品を補修サービスに抱 き合わせ たと訴えた。

独立事業者の主張は次の通 りである。補修部品は補修サービスとは別の,一 つの関連市場

をな し,コ ダックの部品は専用部品であるため,ま た,機 器のスイッチングコス トが大 きい

ため,コ ダック機器の保有者はロックインされている。 コダックは抱 き合わせを通 じて独立

事業者を排除することで,サ ービス価格を高め,コ ピー機保有者をホール ドアップする。

これに対 してコダックは,顧 客は本体 と補修のライフサイクルコス トを考慮 して機器の購

入を決めるため,プ ライマ リーマーケッ トが競争的であるならば,顧 客はアフターマーケッ

トの価格上昇 を見越 し,コ ダックの機器は値下が りす ることになるので,結 局コダックは市
8)

場支配力を持てないと主張 した。

1992年,最 高裁はサマ リージャッジメン トで,シ ャーマン法1条 違反について,性 能や修

理等の情報の不完全性,情 報入手 コス ト,高 いスイッチングコス トがあることから,機 器市

場で競争があっても,補 修部品 ・補修サービス市場でコダックが市場支配力を有する可能性

があるとした。またシャーマン法2条 について も,部 品についての支配を利用 しサービス市

場での独占的地位を強化する行為であり違法であるとした。そ して,コ ダックの市場支配力,

正当化事由は事実認定によるとし,実 際に1997年 の控訴審でコダックは敗訴 した。

この判決に対 し,ジ ョスコーは批判的であった。市場の不完全性があれば,耐 久財供給者

やフランチャイザーは市場支配力を持つこととな り,ホ ール ドアップやロックインはいつで

も反 トラス ト訴訟にな りえ,実 際にその後は訴訟が増加 した。 しか し,次 第に裁判所は事前

の競争を重視 し,契 約が交渉された時点に着 目してその後の展開が予期されたかを見るよう

になる。契約時に契約の意図が十分 に伝えられ,あ らかじめ予期 されていないような合理的

でない変更がなされたものでないならば,契 約後のホール ドアップは問題 とならない。 ジョ

スコーは,ア フターマーケ ットやフランチャイズなど垂直的な関係 に対 して,も し取引費用
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経済学に依拠 していれば,事 前の契約 を重視す るという結末にいち早 く達することが出来た

だろうと考えている。

ジ ョスコーはさらに,こ うしたルールが取引費用経済学の理論に適っているだけでなく,

制度的にみて もす ぐれているとした。取引費用経済学か らみて,違 法な反競争的行為を見逃

すのが社会的な費用であるとともに,適 法な競争促進行為を違法 とすることも費用である。

訴訟ごとに裁判所が情報の不完全性やスイッチングコス トを考慮 に入れて消費者の損害を計

算す ることは無理であ り,ま た訴訟が増加す るなかで誤った判断がなされる危険性 も高まる。
9)

契約当事者にとっても裁判所にとって も,合 理的で単純な判断基準が望ましい。

5関 係的契約の拡充と取引費用の軽減

コダック判決の ように,事 前の契約を重視することで,事 後のホール ドアップに対する訴

訟を回避することを要請するのは,古 典的契約の理念に回帰することである。取引費用経済

学は第2節 で論 じたように,不 確実な長期にわたる契約 を,事 前の交渉の段階ですべて明ら

かにするような契約が不可能であるという点か ら出発 した。そ して,取 引において限定合理

性 と機会主義の行動があるために,ガ バナ ンスによる適応を重視 した。そうした点か ら見 る

と,古 典的契約の精神の重視は,そ れが可能かつ容易である限 りは望ましいとして も,常 に

それを求めることは取引費用経済学の精神に合致 しない。

将来の不確実性に対 しては,取 引費用を引下げる組織の採用とともに,関 係的契約を用い

るハイブ リッド組織の取引費用を軽減 し,よ り積極的にハイブ リッ ド組織を活用することが

考えられる。関係的契約では,契 約 当事者間の関係 を重視 し,継 続的な取引関係のなかでど

の ような状況であるかが訴訟での判断に影響する。当事者が一定の取引関係 に入ってからは,

相応の 「協力」が要請される。社会的にどの程度の協力が求められるのかが適当かは後に検

討するが,こ うした協力を要請することは,古 典的契約が,将 来の出来事に対する対応を現

在において定めようとする 「現在化」 と,契 約相手 との継続 した関係 を捨象する一回限りの
10)

契約である 「単発性」 を特徴 とするの とは対照的である。

現在化の努力が容易であれば,す なわち大 きな費用をかけることな く,将 来の出来事が比

較的予見 しやす く,そ れへの対応 を事前に交渉 し合意することが容易であれば,契 約の事前

にすべて交渉するこ.とが望 ましい。それにより将来の再交渉や紛争の可能性が低下 し,契 約

の当事者 にとって将来の状況が予想 しやす くなる。 しかし,将 来に予見 しに くい出来事が起

こると予想され,あ らゆる事態への対応 をあらか じめ定めることが困難な場合,あ るいはそ

れには多大な費用がかかる場合には,古 典的契約では対応できない。将来の再交渉が必要 と

なった り,場 合によっては修正や変更 も必要 となったりする場合があり得る。

関係的契約論を築いたマクニールは,関 係的契約における 「協力」を重視する。マ クニー
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ルによると,関 係的契約 における契約は 「社会的協力のための道具」である。マクニールが

協力を重視 している箇所 を引用すると,「……関係的契約から…… もたらされるのは,各 当事

者の長期的な経済的(物 質的)利 害 と,個 々の交換において個人的効用を最大化 したいとい

う目先の願望 とが,相 容れない状況である。交換が関係的になればなるほど,最 大化 という

考えは現実味を失っていく。交換は,交 換余剰を生むことで,… …富の蓄積 をもたらし,こ

うして蓄積 された富は,独 占される代わ りに分配され ることも可能であ り,こ の場合の分配

は,相 手に対 する一方的な贈与 としてではな く,自 身の経済的 な利益 を守るために行わ

れる……。長期的な利益のために行われる交換からは,や がて様々な規範が生 まれ,各 当事

者は,そ れ らの規範を自ら遵守す ると同時に,誰 に もそうすることを期待す るようになるの
11>

である。」その ような結果 として,「双方の取 り分における格差 も,長 期的な相互利益 を考え

るならば取るに足 らないものであるという感覚が存在 しうる。将来に対する共通の期待感に

よって,契 約当事者間の壁は取 り除かれ,両 者が一体 となって効用の最大化を追求するよう
12)

になる。」

関係的契約論において示 された協力について経済学の視点から見てみよう。そ もそもエ ッ

ジワースのボックスダイアグラムに示されるような純粋交換においても,交 換(取 引)に よ

って取引参加者の効用水準は高まる。 しかし,契 約曲線上 に位置すると,パ レー ト最適が実

現され,取 引参加者すべての効用水準をそれ以上の水準へと同時に高めることはできない。

その点を基準 にするとそこからはゼロサムゲームの状況 とな り,も はやそれ以上に協力が生

じる余地はな く,「自分 自身がいかに多 く獲得で きるか」が関心事 となる。しか し,生 産に関

する取引のなかで,協 力により効用可能性フロンティアが上位 にシフ トし,プ ラスサム ・ゲ

ーム となるのであれば,当 事者は自己の利益追求のためにも協力的関係に入りうる。プラス

サム ・ゲームで実際に協力が生 じることを,経 済学では繰 り返 しゲームで説明するとともに,

協調がいつ も生 じるわけではないことを明 らかに している。

現実問題 として,マ クニールが重視する社会的協力を促す規範が,判 例の蓄積や,実 定法

の制定,あ るいは商慣習の定着 として整備 されてい くことが望 ましい。実際,日 本では,民

法の信義則の解釈 を通 じて,以 下の例で示 されるように,当 事者の関係 を重視する判例がで
13)

てきている。 どの程度の社会的協力を求めているかという視点からこれらを整理 してみよう。

どの程度の社会的協力 を求めるかは,社 会における価値判断による。第 ユに,最 も反論の可

能性が低い保守的なものは,「明らかに非協力的な行為,す なわち自己の利益 を上昇 させ るこ

とな く契約相手の利益 を低下させる行為,を 制限す るという契約上の義務」であろう。例 と

して,信 義則に関する,「契約準備段階における注意義務」や 「損害軽減義務」などがこれに

当てはまる。契約準備段階における注意義務 とは,契 約交渉が一定の段階 に入った場合には,

たとえ契約の準備段階で も一方的に相手に損害 を与えないように配慮すべ きということであ
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り,損 害軽減義務 とは,契 約関係に入った当事者が相手に損害が発生することを容易に回避

で きる場合にはそうす る義務があるというものである。

第2に,功 利主義的な価値判断に立つ場合には,「契約当事者の総利益が低下するような行

為を制限する契約義務」というより強い協力義務が求め られ よう。これは,契 約当事者間に

信頼が必須 となるような深い関係的契約の際には納得が得 られよう。第3に,さ らに強い協

力を求めると,「一方に大きな損害が生 じるような契約解除や契約条件の変更 を制限」するこ

とも考えられる。たとえ合計の利益が増大する場合であって も,一 方の不利益が大 きくなる

ような行為 を制限することになる。この例 として,「代理店やフランチャイズ,借 地借家,雇

用における契約解除の制限」な どがあろう。これらは,関 係特殊投資と関連 して理解するこ

とが出来 る。

社会的協力の範囲をどこまで求め るかは社会の価値観による。社会的な合意を得つつ関係

的契約の規範 を整備す ることは,社 会的衡平の観点からも首肯できようが,効 率性の観点か

らも望ましい。第2節 で説明 したように,取 引費用経済学では,ハ イブ リッド組織 には関係

的契約が適 している。 したがって,社 会的協力を促す規範が整 うことは,関 係的契約の有効

性が増 し,ガ バナンスにおいて統合の必要性 を減 じる効果を有す る。ハイブ リッド組織 を採

用する取引費用 を減 らし,ハ イブ リッド組織の利用可能性が拡充する。ハイブ リッド組織で

はホール ドアップ問題に対応できないときに統合が選ばれるのであったが,ガ バナ ンスとし

てハイブリッド組織の利用可能性が拡充することにより,統 合に必要な取引費用を社会的に

削減することができるのである。

6ア スペン判決とコダック判決の再検討

アスペン判決 とコダック判決 を,契 約および協力を促す規範の視点からみてみよう。いず

れも,契 約を結んだのちに一方が他方に契約の修正および解除を申し入れたものである。契

約 を初めか ら結ばなかった場合 と結んだのちに解除する場合では,一 見結果は同 じように思

われるが,関 係特殊投資の有無に関係するので,実 態は異なる。同様に,契 約がどの時点で

結ばれるのかも,そ の後の交渉力の問題 として重要である。

アスペン事件に関する興味深い点は,共 通券はかつて3つ のスキー場が別々の会社により

所有 されていた当時に作 り出されたことである。その後4つ 目のスキー場 も含 まれるように

なり,利 用者には好評であった。市場の性格が変わったのはスキー社が買収により独占力を

得てからである。スキー社がハイランド社 との契約で強気に出られたのは,ゲ ーム論で考え

ると,契 約が締結 されなかった ときの利得が高まったからである。スキー社 にとって単独で

3ス キー場共通券を発行することが魅力的 となったため,4ス キー場共通券 をハイランド社

と共同で発行することによるメ リットが小さくなった。場合によってはデメ リットとなる可
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能性す らある。反 トラス ト法による判決では,市 場支配力を有するスキー社がハイラン ド社

を排除 しようとした と認定されたが,実 際に,ス キー社は一時的な収入の減少 を超 える利益

をハイラン ド社の排除後 に回収できると考 えたのか,そ れ とも実際にハイランド社が存続 し

ていても,協 力を止めることで利益が増加すると考えたのかは不明である。共通券の販売収

入は,ナ ッシュ交渉解 による場合 に,当 初の競争的な3ス キー場により発行された場合には,

利用に応 じて分配することが合理的であったが,ス キー社が市場支配力を持 った時点では,

4ス キー場共通券の分配は,単 純 に利用率に応 じて分配す るもの とは異なる。もしスキー社

が3ス キー場 を有 した後 に初めてハイラン ド社 と共通券 を発行することを検討 した場合には,

当初のような分配条件による共通券を発行 しようとは しなかったであろう。

競争的な状態で開発 した共通券を土台として,支 配的となった後のスキー社が新たな分配

条件 を変更 しようとす ることや,共 同事業 を止めようとすることには経済活動 としての合理

性はあるだろう。カール トンもその点を指摘する。ただ,既 に契約 されたものを支配的事業

者が変更することにより,ラ イバルを排除することになれば,そ うした行為は反 トラス ト法

上で違法 となるという判断はやは り積極的に理解で きる。

取引費用経済学からみると,特 に関係特殊投資による利益がホール ドァップされたとは考

えにくく,ホ ール ドアップを阻止するという点からハイランド社を救済する必要性は考えに

くい。ただ,企 業戦略上か ら考えると,ハ イランド社 はスキー社が買収により市場支配力 を

形成する以前に,他 社 と合併するなど,連 合 して対抗措置を考えることができた。

契約の現在化 を推 し進めるという点からは,結 果 として市場が独占的になった場合の対応

も事前に考えてお くべ きであったということになるが,こ れは当初の3社 の契約の時点では

考えにくいものであっただろう。

関係的契約の観点からは,協 力を促す規範 として第5節 で述べ た基準に当てはまる。スキ

ー社が 自己の利益 を犠牲に してハイランド社の利益を減 らしていたのならば第1の基準に該

当 し,そ うでな く,全 体の利潤は増加するが協力を終了するのであれば第2の 基準に該当す

る。また,自 己の利潤 は増加するがそれ以上に相手の利潤が大 きく減少するのならば第3の

基準に該当する。本稿で考察 した社会における関係性の重視の観点からみると,本 事件が反

トラス ト法の視点だけでな く,関 係的契約における社会的協力の追及 と擁護の視点からみる

ことができるか どうか,ま たそうした規範を形成 していけるかが今後の課題 になると思われ

る。

次にコダック判決についてみてみよう。コダック社のコピー機の利用者は,独 立系サービ

ス事業者(ISO)の 低料金サービスを利用できて便益 を受けていたのだが,コ ダックによる突

然のISOへ の部品供給停止により利用者はISOの サービスを受けられな くなった。ISOの

補修サービスを受けるつ もりでコダック製の機器を購入 しようとした企業は,コ ダックのサ
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一ビス しか受けられなくなるという予想外の不利益 を被 ったことになる。 コダックのコピー

機 を購入 してロックインされた顧客に対 して,コ ダックは機会主義を発揮できたわけで,こ

れはインス トール ド・ペースの機会主義 と呼ばれる。このインス トール ド・べ一スの機会主

義は,市 場支配力を有する事業者が行うことを反 トラス ト法で規制するというのがコダック

判決以後の考 え方である。

コダックの企業戦略の面から考えると,こ の事件は,カ ール トンの指摘 しているように,

そもそもコダックが部品の独 占価格を設置 し,可 能な限 りの独占利潤を獲得できるはずであ

った。この事件が機会主義的行動に該当すると判断 されるのは,コ ダックが以前はISOに 部

品を供給 していたのに,あ る時点以降に供給することを取 りやめたからであった。そもそ も

初めか ら部品を供給 していなかったら事件にはならなかった。また,部 品を供給 していたと

きに,独 占利潤 を獲得できるような高価格を設定 していたら,ISOへ の部品供給を取 りやめ

る誘因 もなかった。コダックにとってはこうした戦略をとらなかったことが訴訟を引 き起 こ

す原因 となった。

さて,イ ンス トール ド・べ一スの機会主義は,何 も供給者が支配的事業者でな くとも起 り

うる。たとえば,フ ランチャイズ制の もとでフランチャイザーがフランチャイジーに対 して

不利 となるような取引条件の変更を行 う場合がある。 このようにフランチャイジーとなる事

前には,フ ランチャーザーは競争 している一事業者にすぎないが,ひ とたびフランチャイズ

契約 を結ぶ と関係特殊投資によりロックインされる。 このような場合には,反 トラス ト法上

の抱 き合わせや独占化行為で規制することは困難な場合が多い。そのような場合にホール ド

ァップか ら契約者を保護することを必要 とするならば,む しろ契約法によって規制すべ きも

のであると思われる。ホール ドア ップからの契約者保護 は取引を促進する効果がある。

関係的契約論の視点から見ると,コ ダ ックとISOは 部品取引を通 じて取引関係に入 ったの

であ り,社 会的協力を推進するための契約 として,前 節で協力を促す規範 としてあげた第3

の基準が社会的に妥当とされるな らば,そ れに該当するものであると考えられる。

7お わ り に

取引費用経済学は,限 定合理性 による不完備契約のもとで機会主義によるホール ドアップ

の発生 リスクが関係特殊投資からの取引費用を生み出し,そ れへの対応 として市場取引か ら

ハイブ リッド組織,そ して統合へと進むことを説明 した。関係的契約で強調されている契約

後の協力を重視する関係的契約は取引費用を軽減 し,統 合の必要性 を減 じる。協力を促す規

範が充実することは統合の必要性 を減 らし,関 係的契約 にもとつ くハイブ リッ ド組織の拡充

をもたらす と考えられる。 さらに,不 完備な契約 につ きものの再交渉や再契約 を予期 した,

紛争処理のための調停など手続 き準備することも統合の必要性を低下 し,取 引費用を節約で
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きる。 こうしたことが市場化経済 を迎えた社会で必要 となるだろう。
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10)内 田(2002)。

11)Macnei1(1986)。 引 用はCampbell(2004)か らの再引用。

12)Macneil(1981)。 引 用はCampbell(2004)か らの再引用。

13)関 係 的契約およびその日本での適用 についての論稿 としては,内 田(2000)(2002)参 照 。
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